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　平成３１年第１回稲敷市議会定例会が２月２６日から３月２２日までの
２５日間にわたり開かれました。
　市長から提出された議案は、専決処分の承認案件１件、条例の制定案
件５件、条例の一部改正案件１８件、各会計補正予算案件１０件、平成
３１年度各会計予算案件１２件、工事請負契約等締結案件２件、市道路
線の変更案件１件の合計４９件でした。
　開会日には、議員発議により議会改革調査特別委員会設置に関する決
議が提出され、全会一致により設置されました。
　また、最終日には、各常任委員長から審査経過等の報告を受けた後、
討論・採決を実施し、議案はすべて可決されました。
　議会の審議経過及び議決の結果については、下記をご参照ください。

審
議
さ
れ
た
議
案
と
そ
の
結
果

【開 催 日】 【 審 議 内 容 】

２月 26 日（火） 開会
議案について市長の提案理由説明を受ける（48 議案）。
議員提出の発議第１号について提案理由説明後、委員会付
託を省略し、採決を行う。
選挙第１号を執行する。

（議案調査のため２月 27 日は休会）

２月 28 日（木） 議員による市政一般に関する通告質問を行う。【６名】

３月 １ 日（金） 議員による市政一般に関する通告質問を行う。【５名】
議案に対する通告質疑はなく、審査のため各常任委員会へ
48 議案を付託する。

３月 ４ 日（月）
３月 ５ 日（火） 常任委員会による付託議案審査　【総務教育常任委員会】

３月 ６ 日（水）
３月 ７ 日（木） 常任委員会による付託議案審査　【市民福祉常任委員会】

（委員会審査予備日のため３月８日、11 日は休会）

３月 12 日（火）
３月 13 日（水） 常任委員会による付託議案審査　【産業建設常任委員会】

（委員会審査予備日のため３月 14 日は休会）

（議事整理のため３月 15 日は休会）

３月 18 日（月） 平成 31 年度当初予算案の全体審査会を開催　

（議事整理のため３月 19 日、20 日は休会）

３月 22 日（金） 各常任委員長から付託議案に対する審査報告を受ける。
議案 48 件に対して討論、採決を行う。
追加議案１件について、市長より説明を受け、質疑、討論、
採決を行う。
閉会
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平成 31年第１回 
稲敷市議会定例会

一般会計予算総額218億6，500万円を可決！
議会改革調査特別委員会を設置
議案番号 件　　　名 内　　　容 付託委員会 審議結果（賛成：反対）

議 案 第 1 号
専決処分の承認を求めることに
ついて（平成 30 年度稲敷市一
般会計補正予算（第 6 号））

予算総額を 226 億 1,077 万 5 千
円とするもの

総務教育
産業建設

原案承認
（19:0）

議 案 第 2 号 稲敷市環境基本条例の制定につ
いて

環境の保全及び創造について基本
理念等を定めるもの 市民福祉 原案可決

（19:0）

議 案 第 3 号 稲敷市動物の愛護及び管理に関
する条例の制定について

動物の愛護に関する基本理念等を
定めるもの 市民福祉 原案可決

（19:0）

議 案 第 4 号 稲敷市ペット霊園の設置の許可
等に関する条例の制定について

動物の遺骸埋葬及び焼却施設の設
置許可等について定めるもの 市民福祉 原案可決

（19:0）

議 案 第 5 号 稲敷市公害防止条例の制定につ
いて

環境基本条例の制定により条例の
全部を改正するもの 市民福祉 原案可決

（19:0）

議 案 第 6 号
稲敷市公共下水道事業及び農業
集落排水事業の設置等に関する
条例の制定について

地方公営企業法適用に伴い経営等
の基本事項を定めるもの 産業建設 原案可決

（19:0）

議 案 第 7 号 稲敷市区長設置条例の一部改正
について

柏木、羽生、堀之内の３地区を合
併し、羽生堀之内柏木に改編 市民福祉 原案可決

（19:0）

議 案 第 8 号 稲敷市部設置条例の一部改正に
ついて

部設置条例から上下水道部を削除
するもの 総務教育 原案可決

（19:0）

議 案 第 9 号

稲敷市議会議員及び長の選挙に
おける選挙運動の公費負担に関
する条例及び稲敷市長の選挙に
おけるビラの作成の公費負担に
関する条例の一部改正について

選挙運動用ビラの作成の公費負担
に関する規定等の改正を行うもの 総務教育 原案可決

（19:0）

議案第 10 号 稲敷市職員定数条例の一部改正
について 職員定数の改正を行うもの 総務教育 原案可決

（19:0）

議案第 11 号
稲敷市職員の勤務時間、休暇等
に関する条例の一部改正につい
て

長時間勤務の是正のため所要の改
正を行うもの 総務教育 原案可決

（19:0）

議案第 12 号
稲敷市特別職の職員で非常勤の
ものの報酬及び費用弁償に関す
る条例の一部改正について

航空機騒音等対策協議会委員の報
酬額等を定めるもの 総務教育 原案可決

（19:0）
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議案番号 件　　　名 内　　　容 付託委員会 審議結果（賛成：反対）

議案第 13 号
稲敷市産業活動の活性化及び雇用機
会の創出のための固定資産税の特別
措置に関する条例の一部改正について

稲敷インターチェンジ周辺が茨城県開
発審査会付議基準の指定路線区域に
認定されたことに伴い改正を行うもの

総務教育 原案可決
（19:0）

議案第 14 号 稲敷市国民健康保険税条例の一
部改正について 保険税軽減の拡充等を行うもの 市民福祉 原案可決

（19:0）

議案第 15 号 稲敷市下水道排水施設維持管理
基金条例の一部改正について

公共下水道事業の地方公営企業法
の適用に伴い所要の改正を行うもの 産業建設 原案可決

（19:0）

議案第 16 号 稲敷市農業集落排水事業債減債
基金条例の一部改正について

農業集落排水事業の地方公営企業法
の適用に伴い所要の改正を行うもの 産業建設 原案可決

（19:0）

議案第 17 号 稲敷市立学校設置条例の一部改
正について

代表地番変更に伴いあずま東小学
校の設置位置の改正を行うもの 総務教育 原案可決

（19:0）

議案第 18 号 稲敷市医療福祉費支給に関する
条例の一部改正について

重度心身障害者等の認定要件等の
追加を行うもの 市民福祉 原案可決

（19:0）

議案第 19 号 稲敷市農業集落排水事業分担金
に関する条例の一部改正について

公共下水道事業及び農業集落排水
事業の地方公営企業法の適用に伴
い、市長が公営企業管理者の権限
を行うことによる条文中の所要の
改正等を行うもの

産業建設 原案可決
（19:0）

議案第 20 号 稲敷市農業集落排水処理施設の設置及
び管理に関する条例の一部改正について 産業建設 原案可決

（19:0）

議案第 21 号 稲敷市農業集落排水事業汚泥処理施設の設
置及び管理に関する条例の一部改正について 産業建設 原案可決

（19:0）

議案第 22 号 稲敷市下水道条例の一部改正に
ついて 産業建設 原案可決

（19:0）

議案第 23 号 稲敷市公共下水道事業受益者負担
等に関する条例の一部改正について 産業建設 原案可決

（19:0）

議案第 24 号
稲敷市水道事業及び工業用水道
事業の剰余金の処分等に関する
条例の一部改正について

公共下水道事業及び農業集落排水
事業の地方公営企業法の適用に伴
い規定を追加するもの

産業建設 原案可決
（19:0）

議案第 25 号 平成 30 年度稲敷市一般会計補
正予算（第 7 号）

予算総額を 214 億 4,807 万円と
するもの

各常任
委員会

原案可決
（19:0）

議案第 26 号 平成 30 年度稲敷市国民健康保
険特別会計補正予算（第 2 号）

予算総額を 58 億 3,272 万 7 千円
とするもの 市民福祉 原案可決

（19:0）

議案第 27 号 平成 30 年度稲敷市農業集落排水
事業特別会計補正予算（第 3 号）

予算総額を 4 億 3,368 万円とす
るもの 産業建設 原案可決

（19:0）

議案第 28 号 平成 30 年度稲敷市公共下水道
事業特別会計補正予算（第 4 号）

予算総額を 16 億 871 万 9 千円と
するもの 産業建設 原案可決

（19:0）

議案第 29 号 平成 30 年度稲敷市介護保険特
別会計補正予算（第 3 号）

予算総額を 39 億 4,208 万 8 千円
とするもの 市民福祉 原案可決

（19:0）

議案第 30 号 平成 30 年度稲敷市浮島財産区
特別会計補正予算（第 1 号）

予算総額を 263 万 1 千円とする
もの 総務教育 原案可決

（19:0）

議案第 31 号 平成 30 年度稲敷市古渡財産区
特別会計補正予算（第 1 号）

予算総額を 416 万 4 千円とする
もの 総務教育 原案可決

（19:0）

議案第 32 号 平成 30 年度稲敷市後期高齢者
医療特別会計補正予算（第 1 号）

予算総額を 10 億 1,552 万 3 千円
とするもの 市民福祉 原案可決

（19:0）

議案第 33 号 平成 30 年度稲敷市介護サービス
事業特別会計補正予算（第 1 号）

前年度精算により繰越金に 328
万 4 千円を追加するもの 市民福祉 原案可決

（19:0）

議案第 34 号 平成 30 年度稲敷市水道事業会
計補正予算（第 2 号）

資本的支出の予算額を 2 億 1,490
万 4 千円とするもの 産業建設 原案可決

（19:0）

議案第 35 号 平成 31 年度稲敷市一般会計予
算

予算総額を 218 億 6,500 万円と
するもの

各常任
委員会

原案可決
（18:1）

議案第 36 号 平成 31 年度稲敷市国民健康保
険特別会計予算

予算総額を 53 億 5,702 万 6 千円
とするもの 市民福祉 原案可決

（18:1）

議案第 37 号 平成 31 年度稲敷市、稲敷郡町村及び
一部事務組合公平委員会特別会計予算 予算総額を 15 万円とするもの 総務教育 原案可決

（19:0）
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賛否の別れた
案件の議決結果

無所属 公明 共
産
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議案第 35 号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 原案可決
議案第 36 号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 原案可決
議案第 38 号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 原案可決
議案第 42 号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 原案可決
議案第 44 号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 原案可決

※詳しい議決賛否は、市ホームページをご覧ください。
※議長は、採決に加わりません。（ただし、可否同数の場合は議長により決することになります。）

議案番号 件　　　名 内　　　容 付託委員会 審議結果（賛成：反対）

議案第 38 号 平成 31 年度稲敷市介護保険特
別会計予算

予算総額を 37 億 4,091 万 9 千円
とするもの 市民福祉 原案可決

（18:1）

議案第 39 号 平成 31 年度稲敷市浮島財産区
特別会計予算

予算総額を 151 万 3 千円とする
もの 総務教育 原案可決

（19:0）

議案第 40 号 平成 31 年度稲敷市古渡財産区
特別会計予算

予算総額を 385 万 7 千円とする
もの 総務教育 原案可決

（19:0）

議案第 41 号 平成 31 年度稲敷市基幹水利施
設管理事業特別会計予算

予算総額を 2 億 4,296 万 1 千円
とするもの 産業建設 原案可決

（19:0）

議案第 42 号 平成 31 年度稲敷市後期高齢者
医療特別会計予算

予算総額を 10 億 14 万円とする
もの 市民福祉 原案可決

（18:1）

議案第 43 号 平成 31 年度稲敷市介護サービ
ス事業特別会計予算

予算総額を 636 万 8 千円とする
もの 市民福祉 原案可決

（19:0）

議案第 44 号 平成 31 年度稲敷市水道事業会
計予算

収益的収入を10億906万8千円とし、
収益的支出及び資本的支出の合計を
13 億 1,756 万 7 千円とするもの

産業建設 原案可決
（18:1）

議案第 45 号 平成 31 年度稲敷市工業用水道
事業会計予算

収益的収入及び収益的支出をそれ
ぞれ 957 万 4 千円とするもの 産業建設 原案可決

（19:0）

議案第 46 号 平成 31 年度稲敷市下水道事業
会計予算

収益的収入及び資本的収入の合計
を 34 億 5,545 万 7 千円とし、収
益的支出及び資本的支出の合計を
34 億 3,841 万 2 千円とするもの

産業建設 原案可決
（19:0）

議案第 47 号 工事請負契約の締結について
新利根庁舎他解体工事の請負契約
を締結するもの
契約金額　1 億 3,932 万円

総務教育 原案可決
（19:0）

議案第 48 号 市道路線の変更について 市道（江）2406 号線の終点を変
更するもの 産業建設 原案可決

（19:0）

議案第 49 号 工事変更請負契約の締結につい
て

太田小学校解体工事費を 2 億 5,358 万 4 千
円から 2 億 3,403 万 6 千円に変更するもの ― 原案可決

（19:0）

発 議 第 1 号 議会改革調査特別委員会設置に
関する決議 提出者：篠田　純一 ― 原案可決

（19:0）

選 挙 第 1 号 茨城県後期高齢者医療広域連合
議会議員一般選挙

任期満了に伴い選挙を執行、松戸
千秋議員が指名推選により当選 ― 当選人

松戸千秋

※ ○は賛成　　×は反対
※ 議長 （伊藤　均）は採決に加わりません。
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　全国の警察から児童相談所への通告件数が
初めて 8 万人を超える中、当市の児童虐待の

現状として、報告件数、虐待内容等及び相談に関する
担当窓口はどこになるのか、相談には専門職員が対応
しているのか。関係機関との連携は十分な体制が整え
られているのか伺う。
　更に、子どもたちや保護者のＳＯＳをキャッチする、電話による全国共通の児
童相談窓口ホットライン、ダイヤル１８９「いち早く」の周知徹底状況と、児童
虐待との関連性が深いＤＶ事案の把握状況について伺う。

　当市では心理的・身体的虐待やネグレクト（育児放棄）等の
虐待事案が主で、報告件数は平成 28 年度 16 件、29 年度 22 件、

30 年度は 9 ヶ月間で 17 件と増加傾向にあります。
　市の相談窓口は、子ども家庭課内・家庭児童相談室で、常勤の精神保健福祉士
の他、教諭免許を持つ家庭相談員等の専門職員が対応しています。
　関係機関との連携体制については、要保護児童対策地域協議会の開催により児
童相談所、警察、法務局、保健所、医師会、民生委員等による情報交換を進める
他、緊急案件等は土浦児童相談所との緊密な連携対応に努めています。
　児童相談ダイヤル１８９については、市役所、市内の各園、小中学校、児童施
設等にポスターを掲示する他、広報紙へ隔月掲載しており、閉庁日や夜間も問合
せに案内対応できる体制を整えていますが、認知度は高くない現状です。
　児童虐待関連からのＤＶ発覚事例も数件あり、各担当課と連携し対応に努めて
います。

第
１
回
定
例
会
に
は
、
11
名
の
議
員
が
市
政
全
般
に
わ
た
り
一
般

質
問
を
行
い
ま
し
た
。

質
問
と
答
弁
に
つ
い
て
、
要
旨
を
紹
介
し
ま
す
。

児童虐待の現状は
増加傾向にあり
関係機関連携で対応

松 戸 千 秋
議　員

松戸

保健福祉部長

保健福祉部長

　

特
別
な
支
援
を
要
す
る
子
ど
も
た
ち
に
対
し
、
進

学
・
就
職
等
の
際
に
各
園
や
学
校
間
の
切
れ
目
の
な

い
引
継
ぎ
に
よ
る
支
援
体
制
を
整
え
、
自
立
を
促
し
ス
ム
ー

ズ
な
社
会
参
加
を
提
供
す
る
こ
と
が
行
政
の
責
務
と
考
え
る
。

　

過
去
の
一
般
質
問
で
、
サ
ポ
ー
ト
フ
ァ
イ
ル
を
作
成
し

更
な
る
活
用
を
図
る
旨
の
答
弁
を
得
ま
し
た
が
、
2
年
が

経
過
し
た
現
在
の
活
用
状
況
は
ど
の
よ
う
な
も
の
か
。
支

援
を
要
す
る
児
童
生
徒
数
と
障
害
の
種
類
、
支
援
員
の
配

置
状
況
及
び
専
門
資
格
を
有
す
る
職
員
の
状
況
等
の
現
状

を
伺
う
。

　

サ
ポ
ー
ト
フ
ァ
イ
ル
は
市
内
の
全
て
の
園

や
学
校
で
個
別
の
指
導
計
画
・
教
育
支
援
計

画
と
し
て
作
成
し
、
校
種
間
の
引
継
ぎ
の
際
に
は
必
ず
使
用

し
て
い
ま
す
が
、
効
果
は
ま
だ
不
十
分
と
思
わ
れ
る
た
め
、

指
導
助
言
に
努
め
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

市
内
の
特
別
支
援
学
級
在
籍
者
数
は
、
平
成
30
年
度
は
小

学
校
96
人
、
中
学
校
34
人
で
、
障
害
内
訳
は
言
語
、
知
的
、

自
閉
症
情
緒
障
害
等
で
す
。

　

特
別
支
援
教
育
支
援
員
の
配
置
状
況
は
各
園
・
小
学
校

で
45
人
、
学
校
教
育
支
援
員
は
小
中
学
校
で
14
人
で
あ
り
、

各
園
・
学
校
当
た
り
３
．
１
人
の
配
置
と
な
り
、
県
平
均
１
．

６
人
を
大
き
く
上
回
っ
た
現
状
と
な
っ
て
い
ま
す
。

特
別
支
援
児
童
生
徒
へ
の
支
援
状
況
を
問
う

県
平
均
を
上
回
る
支
援
員
数
で
支
援

松
戸

教
育
部
長

教
育
部
長
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　市長が、これからのまちづくりを進める上での基本姿勢
について伺う。

　併せて、子育て支援の一環として、費用負担が必要となる節目
に、子育て世代を支援するような施策を計画してはどうか伺う。

　先日の新聞で、阿見町において子育て支援の一環として、新１
年生にランドセルを支給するとの話題を掲載していましたが、入

学に必要な準備品は家庭の状況に応じて異なることがある。そこで、稲敷
市では現物支給をするのではなく、柔軟性を持って入学準備ができるよう
な仕組み、例えば、商品券やクーポンを支給してはいかがか。
　また、持続的なまちづくりという観点から、少しでも地元の店で買い物
をすることができれば、地域でお金が循環し、地域が元気になると思うが、
今回導入する仕組みは、地元の店舗で消費できるような仕掛けづくりがで
きるよう検討するかどうかも含めて伺う。

　我々行政は、市民一人一人の幸福を考え、守り育てることが一番大切ではないかと
考えています。しかし、市民ニーズは多様化し、人口減少や少子高齢化などにより、

地方の財政は厳しさを増しています。そこで、現在の行政サービスのやり方を見直し、質的
な向上を目標に新しい稲敷市を創造することが、これからのまちづくりに対する私の基本姿
勢であり、私の信念であります。また、子育て世代の支援については、安心して子育てがで
きるように、支出の増加する節目に効果的に支援する手法として、ふるさと納税等の財源の
活用も含め、支援の実現に向けて検討していきます。

　それぞれの家庭によって必要な入学準備品は異なるものであると考えています。
議員からご提案のあった商品券やクーポンを活用する方向で検討を考えております。

　また、地元商店等で消費できるような仕組みづくりにつきましては、今回取組もうとして
いる入学前の子育て世帯支援事業は、地域経済の活性化とも合致すると認識しています。
　今後は、一過性のものにしないように財源の確保、あるいは子育て支援策をパッケージで
進めるなど、持続可能な施策となるよう努めていきます。

まちづくりの基本姿勢を問う

岡沢

岡沢

行政サービスの質的向上を
目指す

岡 沢 亮 一
議　員

市長

副市長

筧市長
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　市長の政治姿勢について、以下の３点を伺う。
　一つ目は、市長がイメージする理想像はどのようなものな

のか。
　二つ目は、稲敷市のまちづくりのイメージについて、ハード面、
ソフト面でどのように描いているのか。
　三つ目は、市民は将来に不安を抱いている方がいますが、どの施
策に一番力を注いでいくのか。

椎 野　 隆
議　員

　私の座右の銘は、「念ずれば花開く」です。これは何事も一生懸命に努力すれば、
夢や目標がかなうという意味であり、この考えに基づき、市民の皆様の幸福のために、

全力で取組んでいきます。
　まちづくりのイメージについては、市民の皆様が世代や働き方は違っても、暮らしや仕事
の中でそれぞれ幸せ、豊かさ、満足、安心安全を実感できる質の向上を求めた施策や事業を
重要視したいと考えております。
　さらに、特に力を入れる施策やまちづくりの方向性については、稲しき未来ビジョンによ
る輝く未来への投資、市民目線での行政サービスの向上、市民とともに歩むまちづくりの三
つの柱に基づき、庁内横断的な体制を整備し、新たな財源確保も目指し、市民協働と広域連
携を推進していきます。

少
子
化
対
策
、
農
業
対
策
、
交
通
弱
者
、
上
下
水
道
事
業
に

つ
い
て
、
市
長
は
こ
の
４
点
を
ど
の
よ
う
に
進
め
て
い
く
の

か
伺
う
。　

少
子
化
対
策
で
は
、
地
方
創
生
総
合
戦
略
、
い
な
し
き
に

住
み
た
く
な
っ
ち
ゃ
う
プ
ラ
ン
の
中
に
、
結
婚
、
出
産
、
子

育
て
の
支
援
を
基
本
目
標
と
し
て
掲
げ
、
26
事
業
を
実
施
し
て
い
ま

す
が
、
31
年
度
に
お
い
て
総
合
計
画
と
併
せ
見
直
し
を
行
い
、
今
後

と
も
実
効
性
の
あ
る
少
子
化
対
策
を
展
開
し
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

次
に
、
農
業
政
策
に
つ
い
て
は
、
農
業
を
市
の
基
幹
産
業
と
位
置

づ
け
、
江
戸
崎
か
ぼ
ち
ゃ
を
は
じ
め
と
す
る
農
産
物
の
ブ
ラ
ン
ド
力

強
化
を
図
る
と
と
も
に
、
規
模
拡
大
に
よ
る
効
率
化
を
図
る
こ
と
で
、

も
う
か
る
農
業
へ
の
支
援
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

　

ま
た
、
公
共
交
通
対
策
に
つ
い
て
は
、
子
ど
も
や
高
齢
者
が
安
心

し
て
利
用
で
き
る
生
活
交
通
の
充
実
を
目
指
し
、
代
替
交
通
や
タ
ク

シ
ー
助
成
券
、
広
域
バ
ス
な
ど
に
つ
い
て
は
、
市
民
の
声
を
聞
き
な

が
ら
、
公
共
交
通
会
議
に
お
い
て
協
議
を
重
ね
て
い
き
た
い
と
考
え

て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
上
下
水
道
事
業
に
つ
い
て
は
、
上
下
水
道
が
生
活
に
欠

か
せ
な
い
重
要
な
イ
ン
フ
ラ
の
一
つ
と
し
て
位
置
づ
け
、
今
後
、
持

続
可
能
に
維
持
し
て
い
く
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
公
営
企
業
化
に
よ

る
経
営
基
盤
の
強
化
を
図
っ
て
い
き
ま
す
。

少
子
化
対
策
等
を
問
う

各
事
業
と
も
に
実
効
性
の
あ
る
も
の
に

椎
野

筧
市
長

こ
の
ほ
か
、
市
政
運
営
に
つ
い
て
及
び
東
海
第
２
原
発
に
つ
い
て
質
問

が
あ
り
ま
し
た
。

筧市長

市長の政治姿勢を問う

椎野

稲しき未来ビジョンに基づき
推進したい

市長

市
長
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筧
市
長

　再生可能エネルギー開発とその関連事業には、本市の持
続可能なまちづくりのためのローカルベンチャーを増加

させ、地域を牽引するだけの大きな可能性を秘めており、財政面
や制度面での支援で経営の安定化につなげることが求められてい
る。多様な雇用の場を地域に幅広くそろえることで、人口減少と
いう課題解決に向けた地域による地域のための再エネ開発につい
て考えを伺う。

　地域のための再エネ開発とは地域に対する公益的役割が組込まれたものである。本
市でも岡山県西粟倉村の成功例に学び、持続可能なまちづくりに取組むべきと考える

が、市長の考えを伺う。

　再生可能エネルギーの地域内消費に取組む地域エネルギー事業や、地域に新たな雇
用や経済効果を生むローカルベンチャーは、持続可能な地域づくりを進めていく上で

高いポテンシャルを持っていると感じております。市では、税の優遇措置や新たに起業した
方に創業支援を行っており、今後とも地域内を活発化し、持続可能なまちづくりを進めてい
きたいと考えています。

　成功例を見ると、水力発電やバイオマスエネルギー発電により得られたエネルギー
や資金を地域の中で消費し、再投資していくことで新たな雇用も発生し、地域が活性

化していくというスキームが構築されています。地域のための再生エネルギー開発について
も、メリットや地域にもたらす可能性を調査研究してまいりたいと考えています。

地域のための再生可能エネルギー
開発についての考えは

若松

若松

地
区
防
災
計
画
の
策
定
が
災
害
対
応

力
の
向
上
に
つ
な
が
る
と
考
え
る
が
、

認
識
に
つ
い
て
伺
う
。

　

地
域
防
災
計
画
に
つ
い
て
は
地
域

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
整
備
が
前
提
で
あ

る
と
と
も
に
、
防
災
組
織
の
整
備
の
一
環
と

し
て
進
め
る
も
の
と
位
置
付
け
て
お
り
ま
す
。

自
主
防
災
組
織
の
整
備
を
進
め
る
た
め
の
普

及
啓
発
活
動
に
取
組
ん
で
い
き
ま
す
。

地
区
防
災
計
画
の
策
定

に
つ
い
て
の
取
組
を

普
及
啓
発
や
支
援
に

し
っ
か
り
取
組
み
た

い

若
松

若 松 宏 幸
議　員

メリットや地域にもたらす可能性
を調査研究していく

筧市長

市長

市長

市
長
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　本市の休日医療体制は、稲敷医師会に委託する在宅当番医制事業、及び近隣６市町
村と４医療機関との共同確認書に基づき輪番で小児の急病に対応する小児救急医療輪

番事業があります。地方の医師不足、特に産婦人科や小児科が少ない状況での医療体制確保は、
近隣の医療機関等との協議、周辺市町村との相互協力、県、国との連携強化に積極的に取組
んでいくことが必要であり、医師会などの関係機関とさらに緊密に連携をとりながら、小児医
療の適切な対応を図っていけるよう努めていきます。

　小児科や産婦人科はもとより地域医療全体として、今後のあり方について十分議論
し検討していく必要があると認識しております。医師不足を解消するためにも、医師

会との協議を重ね、さらには広域的な医療機関及び県南地域の市町村と連携しながら有効な
対策を検討していきます。

山本

山本

山 本 彰 治
議　員

　わかりやすい周知といった観点から、診療科目の詳細や一覧表等につき
まして広報紙等への掲載を行ってまいります。また、祝日の小児科医療は、

今後、さらなる子育て支援の強化を目指すべく、近隣の市町村と連携しながら、祝日に診療
可能な医療機関との提携を早急に検討していきます。

保健福祉部長

　少子化が進む中で、本市が策定する各種計画の全てにお
いて子育ては大きな柱となっている。そこで私が注目して

いるのは、休日における救急的な子ども医療環境である。小児科の
なり手が少ない傾向にある中、子どもの医療環境、特に休日の医療
環境の現状と、今後どうすべきであるか所見を伺う。

　休日当番医を広報紙等で掲載しているが、明記されていない診療科目を詳しく教える
ことはできないか伺う。また、一番問題だと感じているのは、小児救急医療輪番制度は、

祝日は対象外となっていることである。稲敷市だけで解決できることではないが、どのように
考えていく方向なのか。さらに、地方の医師不足が明らかになっている現在、市長はリーダー
として、今後、県や国にどのようにアプローチして、小児科をはじめとする医療環境の改善を
図るか考えを伺う。

筧市長

小児医療環境の改善について
関係機関と緊密に連携を図る

市長

市長
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　平成 30 年産飼料用米は、台風の影響により想定を超え
た大幅な減額が生じた。主食用米であれば、共済制度によ

る補填があるが、飼料用米は販売金額そのものではなく、収量に
応じて交付される交付金であることからその対象とならず、懸命
に努力を重ねている農家の皆さんが大変苦しんでいる。本市とし
てどのように対策を講じたのか伺う。

　平成 30 年度に米の生産調整制度に大きな変
更があり、国の目標面積の配分がなくなり、米

の直接支払交付金がなくなったが、制度が変更され今
一番不安を抱えているのは現場を支えている農家の皆
さんである。制度変更後の初年度における実績と今後
の方針を伺う。

　稲敷市地域農業再生協議会では、ＪＡ稲敷及びＪＡ稲敷飼料用米研究会、
河内町再生協議会とともに、昨年 10 月 29 日に、関東農政局茨城県拠点並

びに茨城県地域農業再生協議会に対し、災害などの影響による減収を考慮した支払い算出方
法の見直しを行うなど、柔軟な緊急的な措置を速やかに講じられるよう平成 30 年の台風 24
号における支援対策に関する要望書を提出したところです。現状では、国県として助成金に
対する補填を行う制度がないという回答であり、そこで、本市では稲敷市農協系統農業災害
資金利子助成補助金交付要綱を制定致しました。借り受けた農業者を対象に利子を助成し、
無利子資金の提供という形で被害に遭われた農業者の方に支援策を講じたところです。

　平成 30 年産米より減反政策の大きな見直しが実施
され、平成 29 年産米と平成 30 年産米を比較いたし

ますと、まず茨城県は、過剰作付けが約 400 ヘクタール増加しており
ます。本市では、主食用米が約 62 ヘクタール増加しており、一方で、
加工用米が約 100 ヘクタール、飼料用米が約 66 ヘクタール減となっ
ている状況です。
　原因は、制度改正による米の直接支払交付金の廃止、加工用米の複
数年加算の廃止などが影響したものと考えられるところです。本市で
は、米価の水準を維持し、農家の皆様の経営の安定化を図るために、
飼料用米をはじめとする新規需要米や加工用米及び輸出用米、麦、大
豆など転作作物に対する助成の充実を図り、主食用米生産と変わらぬ
所得を確保し、主食用米からの転換を引き続き推進していきたいと考
えています。　

飼料用米の減収対策及び米生産調
整は

根本

根本

産業建設部長

産業建設部長

根 本　 浩
議　員

経営の安定化を図りたい産業建設部長



一
般
質
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12稲敷市議会だより　第56号

　稲敷市成年後見サポートセンターの取組みと成年後見制
度の利用状況、市民への周知及び啓発活動並びに他機関と

の連携について伺う。

　現状を踏まえると、成年後見制度という福祉の将来ビジョンの設計が必要であり、
成年後見制度利用促進基本計画の策定を、早急に着手すべきであると思うがいかがか。

　また、後見人の養成にも早急に取組むべきであり、市民後見人の養成なども含めて、成年
後見制度の利用促進に向けて、今後どのように取組むのか見解を伺う。

　稲敷市成年後見サポートセンターの活動内容
は、成年後見制度等に関する相談支援業務、日

常生活自立支援業務、広報活動、法人後見業務等に関する業務を
行っております。相談件数と利用件数の推移ですが、相談件数は延べ件数で、平成 28 年度が
64 件、平成 29 年度が 51 件、平成 30 年度は年度途中ではございますが、51 件の相談件数と
なっております。本市で成年後見制度を利用している方は、平成 30 年 10 月１日現在で、成
年後見が 44 人、保佐６人、補助２人、そして任意後見はゼロ人です。市長申し立て件数の推
移につきましては、平成 26 年度と平成 27 年度はともに１件ずつ、28 年、29 年、30 年度は、
それぞれゼロ件という状況になっております。
　市民の方への周知、啓発につきましては、サポートセンターで、社協のホームページや「社
協だより」への掲載のほか、成年後見制度のパンフレットを作成して、社会福祉協議会の窓口
及び稲敷市の社会福祉課や高齢福祉課に配備しております。今年２月にはチラシを作成して、
市民に配布致しました。周知、啓発活動は、今後もより一層の努力が必要であると認識しており、
継続的に実施したいと考えております。他機関との連携につきましては、家庭裁判所龍ケ崎支
部、法テラス、茨城県社会福祉協議会、そして各施設、病院などと連携をとりながら事業を実
施しているところです。

　成年後見制度利用促進基本計画の策定
につきましては、本市としても必要である

と認識しているところであり、市民後見人の養成につきまし
ては、現在行っていない状況にあります。計画の策定及び市
民後見人の養成につきましては、成年後見サポートセンター
と関係部署が連携をとりながら、協議・研究を進めていきま
す。

成年後見制度とは
　認知症高齢者、知的障害や精神障害がある方などの判断能力の不十分な方に対し、成年後見人
等を選任するなどして、本人の権利や財産が侵害されることのないよう、法律面や生活面で社会
が支援をする制度です。

成年後見制度の推進は
関係機関などと連携強化

竹神

竹神

竹 神 裕 輔
議　員保健福祉部長

保健福祉部長

保健福祉部長
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政
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13 稲敷市議会だより　第56号

　筧市長が議員時代に訴えてきた市内企業による地域活性
化のための入札制度改革や他の施策を、市長の立場として

今後どのように取組んでいくのか見解を伺う。

　県営事業等に対して、地元企業の優先活用について、市の企業育成の責務として今
後強く要望していくのか、またその要望先についての考えを伺う。

　地域活力の維持と持続的な発展のためには、市内企業の
意欲的な経済活動を支援することが不可欠であると考えて

おります。具体的な取組みとして工事実績を積ませる支援策と簡
易的な総合評価方式の導入、また県営事業等への地元企業優先活
用要望の実施の３点について、本市が今まで進めてきた公平、公
正な入札制度改革を踏まえた一層の透明性の確保や市民にも理解
される入札制度の構築と地元企業育成の支援策という二律背反す
る点も多い難題ですが、でき得る施策について継続して前向きに
検討してまいりたいと考えています。

　市内においても、県道整備工事または土地改良工事等、多くの工事が施工されてお
ります。これらの工事は本市にとっても非常に重要な事業です。県をはじめ関係機関

に対し、事業の推進にあわせ、市内企業への受注拡大についても配慮いただくよう積極的に
要望してまいりたいと考えています。

市内企業育成による地域活性化は

篠田

篠田

篠 田 純 一
議　員

施策を継続して検討筧市長

市長

市長

筧
市
長　

馬
渡
地
区
の
排
水
問
題
解
決
に
は
、
市
長
自
ら
が

地
域
住
民
の
た
め
に
各
関
係
機
関
に
協
力
を
仰
ぐ
べ

き
と
考
え
る
が
、
市
長
の
考
え
方
と
排
水
問
題
解
決
に
向
け

て
の
取
組
み
は
あ
る
の
か
伺
う
。

　

複
雑
か
つ
困
難
な
問
題
を
解
決
し
て
い
く
た
め
に

は
、
地
元
の
方
、
関
係
す
る
三
つ
の
土
地
改
良
区
及

び
国
や
県
に
も
働
き
を
か
け
、
解
決
策
を
検
討
し
て
い
き
た

い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。
当
該
地
の
排
水
路
等
の
施
設
を
整

備
す
る
に
当
た
り
、
突
然
起
こ
り
得
る
災
害
な
ど
に
対
応
し
、

市
民
を
災
害
か
ら
守
る
た
め
に
は
、
消
防
署
や
消
防
団
、
場

合
に
よ
っ
て
は
警
察
等
の
協
力
も
不
可
欠
で
、
市
役
所
も
全

庁
挙
げ
て
の
対
応
を
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
特
に
桜
川

中
学
校
は
、
水
害
時
の
緊
急
避
難
場
所
に
も
指
定
を
さ
れ
て

お
り
、
緊
急
時
に
避
難
が
で
き
な
い
と
い
う
よ
う
な
事
態
は

あ
っ
て
は
な
ら
な
い
こ
と
だ
と
思
っ
て
お
り
ま
す
。
何
よ
り

優
先
す
べ
き
こ
と
は
、
市
民
の
生
命
、
財
産
を
守
る
こ
と
で

あ
り
ま
す
。
今
で
き
る
こ
と
は
何
か
考
え
、
実
行
し
て
い
く

所
存
で
す
。

馬
渡
地
区
の
排
水
問
題
は

地
域
の
方
々
と
と
も
に
問
題

解
決
を

篠
田

市
長

こ
の
ほ
か
、
入
札
結
果
の
周
知
拡
大
に
つ
い
て
質
問
が
あ
り
ま

し
た
。



一
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質
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14稲敷市議会だより　第56号

　2015 年度から来年度の 2019 年度まで５年間の基金現
在高の推移を比べてみると、当初予算では、基金の取り崩

し額を大幅に計上し、決算では、取り崩し額をもとに戻して基金
残高を増やしていく、こういうことが過去５年間行われてきた。
市民の暮らしのために還元していくべきであると考えるが、いか
がか伺う。
　また、市民アンケートの中で市民が市政に期待する施策のベス
ト３は、第１に「水道料金の引き下げ」、第２に「国保税の引き下げ」、第３に「子育て支援
や学校給食の無料化」でした。このような市民の願いに答えることが稲敷市活性化につなが
るのではないかと思うが、筧市長の所信を伺う。

　稲敷市を担う次世代に過度の負担を残さず引き継ぐためには一定規模の基金積み立
ては必要であると思っています。一方で、市民目線で市民の幸福のために取組むこと

が大切であるということです。
　議員よりご提案のありました水道料金や国民健康保険税の引き下げ及び学校給食無料化につ
きましては、確かに市民の皆様の切実なるご意見であろうと思います。全ての市民の願いをかな
えることができれば行政としても最良でございますが、一方で、これまで同様、市民の皆様に対
して過度の負担を強いることなく当市が永続していくためには、依存財源による脆弱な財政構造
のもとでも持続的な財政基盤の確立を図っていくことも、私に課せられた重大な責務であります。
　このような基本的認識のもと、学校給食費の無償化をはじめ、その他子育て支援関連施策につ
きましては包括的に取組み、可能なことから実施に向け、関係機関との検討を進めていきます。

基金は最低限度とし、市民へ還元を
基金の目的に沿って有効な活用を図りたい

山口

　

圏
央
道
ア
ク
セ
ス
道
路
東
側
の
埋
め
立
て
は
、
提
出

す
る
書
面
に
不
備
が
あ
り
不
許
可
と
な
っ
て
い
る
と
聞

い
て
い
る
が
、
条
例
に
違
反
し
た
者
は
２
年
以
下
の
懲
役
ま
た
は

１
０
０
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
も
の
と
な
っ
て
い
る
。
そ
の
前

に
、
地
権
者
や
事
業
者
に
中
止
命
令
を
出
し
、
搬
入
し
た
土
砂
の
撤

去
を
命
じ
る
こ
と
が
で
き
た
の
で
は
な
い
か
。
現
在
に
至
っ
た
原
因

は
何
か
伺
う
。

　

こ
の
よ
う
な
無
許
可
で
の
埋
め
立
て
行
為
の

罰
則
は
、
市
条
例
で
は
、
２
年
以
下
の
懲
役
ま

た
は
１
０
０
万
円
以
下
の
罰
金
と
な
っ
て
お
り
、
そ
の
処
罰
の
手
続

に
つ
い
て
は
、
刑
事
訴
訟
法
に
基
づ
き
進
め
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
行
政
で
で
き
る
こ
と
は
、
違
反
行
為
を
や
め
さ
せ
る
た
め

の
指
導
、
勧
告
等
で
あ
り
、
そ
の
指
導
等
に
従
わ
な
い
場
合
、
相
手

側
に
弁
明
の
機
会
を
与
え
た
上
で
、
よ
う
や
く
中
止
や
撤
去
の
命
令

を
行
う
こ
と
が
で
き
、
さ
ら
に
従
わ
な
い
と
き
に
、
一
般
的
な
手
続

と
し
ま
し
て
は
刑
事
告
発
と
な
り
ま
す
。

　

警
察
と
致
し
ま
し
て
も
、
条
例
違
反
の
事
実
を
特
定
す
る
こ
と
が

容
易
で
な
い
た
め
、
直
ち
に
逮
捕
、
立
件
す
る
こ
と
は
で
き
ず
、
指

導
に
も
限
界
が
あ
る
と
伺
っ
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
、
上
位
法
で
あ
る

法
律
で
規
制
さ
れ
て
い
な
け
れ
ば
取
り
締
ま
り
を
強
化
す
る
こ
と
が

困
難
で
あ
る
の
が
実
情
で
ご
ざ
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
の
中
、
先
月
、
市
長
を
本
部
長
と
し
ま
し
た
稲

敷
市
環
境
対
策
本
部
を
設
立
し
、
本
市
の
自
然
及
び
生
活
環
境
を
侵

害
す
る
事
案
に
対
処
す
る
た
め
協
議
を
行
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

残
土
不
法
投
棄
を
問
う

環
境
対
策
本
部
を
設
立
し
、
協
議

山
口

山 口 清 吉
議　員

市
民
生
活
部
長

市長

市
民
生
活
部
長

筧市長



市
政
を
問
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15 稲敷市議会だより　第56号

　近年、風疹患者数が激増しており、厚生労働省でも免疫
を持つ人の少ない世代の内、39 歳から 56 歳の男性を対象

に抗体検査と予防接種を 2021 年末まで原則無料化することとし
たが、当市の取組として対象人数、通知の対応状況、対象範囲内
の例外者、対象外の児童・女性に対する対応等について伺う。

　39 歳から 56 歳の男性で風疹予防接種の対象者数は市内で約 4,600 人。
特に感染リスクの高い昭和 47 年 4 月 2 日から昭和 54 年 4 月 1 日生まれ

の男性約 1,800 人は準備が整い次第、平成 31 年度当初の無料クーポン送付に向け作業を進
めており、残る対象者約 2,800 人も 31 年度中に配布予定です。
　対象年齢の例外者は、既に検査を受け陽性である者や予防接種
記録のある者です。幼児期に未接種の小学校 1 年生から 18 歳ま
での児童生徒や、19 歳から 42 歳で妊娠を希望する女性に対して
は、平成 31 年度から 3 年間、市が独自に接種費用の半額程度の
助成を行なう予定で、市広報紙等により周知を図ります。　

風疹感染対策の取組みは

浅野

ロ
ボ
ッ
ト
や
情
報
通
信

技
術
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
等
を
活

用
し
、
省
力
化
や
精
密
化
を
進

め
た
次
世
代
農
業
と
し
て
、
多

収
化
や
品
質
向
上
、
重
労
働
や

危
険
作
業
か
ら
の
解
放
等
に
も

つ
な
が
り
、
農
業
の
高
齢
化
や

就
農
者
不
足
解
消
等
の
環
境
創

出
に
も
貢
献
す
る
ス
マ
ー
ト
農

業
を
、
市
と
し
て
積
極
的
に
推

進
し
て
い
く
考
え
は
な
い
か
。

　

農
薬
散
布
等
に
ド
ロ
ー
ン
を

活
用
す
る
な
ど
、
最
新
技
術
を

活
用
し
た
農
業
分
野
へ
の
普
及

活
用
に
つ
い
て
所
見
を
伺
う
。

ス
マ
ー
ト
農
業
導
入
の
検
討
を

技
術
を
活
用
し
農
業
に
取
組
む

浅
野

保健福祉部長

浅 野 信 行
議　員

市独自のワクチン接種助成
も実施

Ｉ
Ｃ
Ｔ
（
情
報
通
信
技
術
の
略
）

Ｉ
Ｔ
よ
り
も
広
義
で
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
を
活
用
し
た
技
術
と
活
用
方
法
。

筧
市
長

市
長
　

ス
マ
ー
ト
農
業
の
技

術
開
発
は
研
究
機
関
、

メ
ー
カ
ー
、
農
業
者
等
が
一
体

と
な
っ
て
取
組
ん
で
お
り
、
国

や
県
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
実
証

段
階
か
ら
積
極
的
に
参
加
し
て
、

先
進
技
術
に
い
ち
早
く
接
し
、

技
術
完
成
の
際
に
は
地
域
内
へ

の
技
術
導
入
を
ス
ム
ー
ズ
に
推

進
す
る
と
と
も
に
、
国
県
の
補

助
金
事
業
を
積
極
的
に
活
用
で

き
る
よ
う
に
努
め
て
い
き
ま
す
。

　

ド
ロ
ー
ン
や
ラ
ジ
コ
ン
ヘ
リ

コ
プ
タ
ー
等
の
技
術
を
活
用
し
、

農
作
物
の
生
育
状
況
確
認
や
農

薬
散
布
等
に
Ｉ
Ｃ
Ｔ
が
農
業
活

用
を
図
ら
れ
て
い
る
こ
と
を
感

じ
て
い
ま
す
。
農
業
に
対
し
て

も
し
っ
か
り
と
取
組
ん
で
い
く

覚
悟
で
す
。

保健福祉部長



一
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質
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16稲敷市議会だより　第56号

　毎年、市民が楽しみにしている秋の文化祭の主会場（オー
プニングイベント等）を各地区持ち回りにしてはどうか伺

う。

　実行委員会が開催され様々な案件が審議されるようなので、その会場までの送迎バ
スの運行や乗車バスのきめ細かな場所等について検討すべきと考えるがいかがか。

　オープニングイベントについては、合併以来、新利
根総合運動公園において開催しており、これまでにも

会場を持ち回りで行なってはというご意見をいただいています。駐
車スペースの確保や悪天候でも影響なく収容できる施設として、新利根体育館が最も適してい
ると判断されているところです。主会場の弾力的な運用につきましては文化祭実行委員会の議
題とし、その方向性を確認します。

　現在、市内３カ所からシャトルバスの運行を３往復行なっています。運行方法
については利用者からご意見等を頂戴していますので、より利用しやすいものに

なるよう改善に努めていきます。

文化祭主会場の弾力的運用を
実行委員会において方向性を確認

中村

中村

教育部長

中 村 三 郎
議　員教育部長

教育部長

　

霞
ヶ
浦
湖
畔
を
め
ぐ
る

自
転
車
道
の
活
用
方
法
に

つ
い
て
、
周
遊
施
設
、
散
策
道
路
等

の
整
備
な
ど
様
々
な
取
組
を
し
て
い

る
と
思
う
が
、そ
の
具
体
例
を
伺
う
。

　

道
路
の
路
面

表
示
等
の
サ
イ

ン
整
備
を
進
め
、
ま
た
、
サ
イ
ク
ル

拠
点
と
し
て
市
内
12
ヶ
所
の
事
業
者

に
サ
ポ
ー
ト
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
と
し
て

登
録
い
た
だ
き
、
休
憩
場
所
の
提
供

に
ご
協
力
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
。

さ
ら
に
、
稲
敷
周
遊
サ
イ
ク
リ
ン
グ

マ
ッ
プ
を
作
成
し
、
コ
ー
ス
や
寄
り

道
ス
ポ
ッ
ト
、
史
跡
等
を
案
内
し
、

拠
点
に
配
置
す
る
こ
と
で
誘
客
を
推

進
し
て
い
ま
す
。

つ
く
ば
霞
ヶ
浦
り
ん
り
ん
ロ
ー
ド
の
活
用
を

サ
イ
ク
リ
ン
グ
を
核
と
し
た
観
光
拠
点

づ
く
り
を
進
め
た
い

中
村

筧
市
長

政
策
調
整
部
長

　

市
の
活
力
を
維
持
し
、
市

民
が
元
気
に
暮
ら
し
て
い

く
た
め
に
は
、
市
民
の
連
帯
感
を
醸

成
す
る
イ
ベ
ン
ト
の
開
催
や
サ
イ
ク

リ
ン
グ
な
ど
を
活
用
し
た
交
流
人
口

の
拡
大
が
大
切
で
あ
る
と
考
え
る
。

サ
イ
ク
リ
ン
グ
を
観
光
の
重
点
と
し

た
取
組
が
進
め
ら
れ
て
い
る
中
、
ど

の
よ
う
に
取
組
ん
で
い
く
の
か
、
市

長
の
所
見
を
伺
う
。

　

サ
イ
ク
リ
ン
グ
愛
好
者

の
来
訪
者
数
も
年
々
増
え

て
お
り
、こ
の
機
運
を
好
機
と
捉
え
、

市
民
の
皆
様
と
一
緒
に
知
恵
を
絞
り

工
夫
を
凝
ら
し
た
取
組
を
進
め
る
こ

と
に
よ
り
、
市
の
活
力
に
つ
な
げ
て

い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。
サ
イ
ク
リ

ス
ト
に
と
っ
て
も
居
心
地
の
い
い
場

所
づ
く
り
を
進
め
な
が
ら
、
サ
イ
ク

リ
ン
グ
を
核
に
し
た
観
光
拠
点
づ
く

り
を
進
め
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い

ま
す
。

中
村

市
長
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討
論

◆
議
案
第
35
号
　
平
成
31
年
度
稲
敷
市

一
般
会
計
予
算

■
反
対
討
論

　
山
口
清
吉　

　

予
算
概
要
書
に
よ
る
と
主
要
事
業
は

継
続
事
業
が
43
事
業
、
拡
充
事
業
が
13

事
業
、
新
規
事
業
は
あ
り
ま
せ
ん
。
稲

敷
市
の
歳
入
財
源
の
６
割
が
地
方
交
付

税
な
ど
依
存
財
源
で
、
そ
の
半
分
を
地

方
交
付
税
に
頼
っ
て
い
る
か
ら
財
政
基

盤
が
脆
弱
に
な
っ
て
い
る
と
い
う
が
、

地
方
交
付
税
は
地
方
団
体
間
の
財
源
の

不
均
衡
を
調
整
し
、
一
定
の
合
理
的
基

準
に
よ
っ
て
配
分
さ
れ
る
も
の
で
、
そ

の
表
現
は
適
切
で
は
な
い
。
地
方
交
付

税
の
割
合
が
多
い
か
ら
、
い
つ
歳
入
不

足
に
陥
る
か
不
安
な
の
で
積
立
金
が
な

い
と
心
配
だ
か
ら
と
、
財
源
を
市
民
の

要
求
実
現
の
た
め
に
使
え
な
い
と
い
う

の
は
、
本
末
転
倒
で
あ
り
ま
す
。

◆
議
案
第
36
号
　
平
成
31
年
度
稲
敷
市

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
予
算

■
反
対
討
論

　
山
口
清
吉　

　　

政
府
は
、
国
保
の
都
道
府
県
化
に
向

け
た
措
置
と
し
て
、
毎
年
３
千
４
０
０

億
円
の
公
費
投
入
を
行
う
こ
と
と
し
て

い
ま
す
が
、
そ
れ
と
引
き
換
え
に
市
町

村
に
よ
る
一
般
会
計
か
ら
の
公
費
繰
入

が
減
ら
さ
れ
れ
ば
、
住
民
負
担
の
軽
減

に
な
り
ま
せ
ん
。
今
や
国
民
健
康
保
険

税
の
負
担
を
軽
減
し
て
い
た
だ
き
た
い

と
い
う
の
は
、
国
民
的
要
求
で
す
。
稲

敷
市
で
は
、
１
４
１
億
円
の
積
立
金
を

こ
こ
で
生
か
す
べ
き
で
は
な
い
で
し
ょ

う
か
。

◆
議
案
第
38
号
　
平
成
31
年
度
稲
敷
市

介
護
保
険
特
別
会
計
予
算

■
反
対
討
論

　
山
口
清
吉　

　　

２
０
２
０
年
度
に
向
け
て
利
用
料
の

原
則
２
割
負
担
化
、
ケ
ア
プ
ラ
ン
の
有

料
化
、
要
介
護
２
以
下
の
人
の
サ
ー
ビ

ス
を
地
域
支
援
事
業
へ
と
落
と
し
込
む

こ
と
な
ど
が
検
討
さ
れ
て
い
ま
す
。「
制

度
の
持
続
性
確
保
」
と
し
て
負
担
増
や

給
付
抑
制
を
さ
ら
に
進
め
な
が
ら
、「
全

世
代
型
」
地
域
包
括
ケ
ア
を
推
進
し
て

社
会
保
障
へ
の
国
の
責
任
を
後
退
さ
せ

て
い
く
途
上
に
あ
り
、
こ
れ
以
上
の
負

担
増
と
サ
ー
ビ
ス
の
切
り
捨
て
に
は
国

民
的
反
撃
が
必
要
で
す
。

◆
議
案
第
42
号
　
平
成
31
年
度
稲
敷
市

後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計
予
算

■
反
対
討
論

　
山
口
清
吉　

　　

２
０
１
９
年
10
月
か
ら
保
険
料
の
均

等
割
を
9
割
軽
減
、
８
．
５
割
軽
減
す

る
特
例
措
置
を
廃
止
し
、
7
割
軽
減
に

な
り
ま
す
。
医
療
費
が
か
か
る
こ
と
が

避
け
ら
れ
な
い
75
歳
以
上
を
１
つ
の
医

療
制
度
に
ま
と
め
、
高
齢
者
人
口
が
増

え
る
た
び
に
加
入
高
齢
者
の
負
担
割
合

を
増
加
さ
せ
る
仕
組
み
自
体
が
も
た
ら

す
重
大
な
弊
害
で
す
。
厚
生
労
働
省
幹

部
が
導
入
時
述
べ
た
よ
う
に
「
医
療
費

が
上
が
る
痛
み
を
高
齢
者
に
直
接
感
じ

て
も
ら
う
」
制
度
で
あ
る
こ
と
が
い
よ

い
よ
浮
き
彫
り
に
な
っ
て
き
て
い
ま
す
。

◆
議
案
第
44
号
　
平
成
31
年
度
稲
敷
市

水
道
事
業
会
計
予
算

■
反
対
討
論

　
山
口
清
吉　

　

一
般
会
計
補
助
金
は
、
２
０
１
０
年

度
と
比
べ
る
と
5
千
７
７
２
万
2
千
円

の
減
額
で
す
。
減
少
し
た
主
な
理
由
は
、

企
業
債
支
払
利
息
と
人
件
費
の
減
少
に

あ
る
と
い
う
こ
と
で
す
が
、
企
業
努
力

の
結
果
は
、
当
然
市
民
に
水
道
料
金
の

引
き
下
げ
と
い
う
形
で
還
元
す
べ
き
で

は
な
い
で
し
ょ
う
か
。
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総
務
教
育
常
任
委
員
会

に
代
わ
り
新
設
さ
れ
る
、
環
境
性
能
割

交
付
金
等
の
説
明
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　

他
の
総
務
部
所
管
の
審
査
で
は
、
再

任
用
職
員
の
採
用
数
や
任
用
配
置
等
に

係
る
質
疑
の
他
、
消
防
車
両
を
除
く
約

１
１
０
台
の
公
用
車
の
管
理
状
況
に
関

し
て
質
疑
が
あ
り
、
買
換
え
の
目
安
や

廃
車
車
両
の
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
処
分
に
よ

る
財
源
確
保
等
に
つ
い
て
質
疑
が
交
わ

さ
れ
ま
し
た
。

　

政
策
調
整
部
所
管
で
は
、
公
共
交
通

整
備
事
業
や
イ
ル
ミ
ネ
ー
シ
ョ
ン
事
業

に
対
す
る
工
夫
要
望
等
が
あ
り
ま
し
た
。

　

教
育
委
員
会
所
管
で
は
、
桜
川
統
合

小
学
校
の
新
設
に
伴
う
多
目
的
グ
ラ
ウ

ン
ド
の
活
用
管
理
や
自
校
式
給
食
の
継

続
等
に
関
す
る
質
疑
が
あ
り
、
位
置
的

に
も
近
く
調
理
の
許
容
量
に
余
裕
が
あ

る
、
江
戸
崎
給
食
セ
ン
タ
ー
で
対
応
す

る
完
全
給
食
方
式
に
移
行
す
る
方
針
が

示
さ
れ
ま
し
た
。

　

ま
た
委
員
か
ら
は
、
幼
児
教
育
を
含

め
た
幼
稚
園
整
備
の
基
本
方
針
・
計
画

設
定
等
の
早
期
対
応
を
求
め
る
意
見
の

他
、
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
キ
ャ
ン
プ
誘
致
推
進

事
業
に
つ
い
て
、
現
在
の
誘
致
状
況
が
説

明
さ
れ
ま
し
た
が
、
宿
泊
施
設
や
競
技
装

備
品
等
が
充
分
で
は
な
い
当
市
に
お
い
て

は
、
誘
致
の
方
向
性
を
見
直
す
べ
き
で
は

な
い
か
と
の
意
見
が
述
べ
ら
れ
ま
し
た
。

　

各
議
案
審
査
の
結
果
、
付
託
さ
れ
た

16
議
案
全
て
原
案
の
と
お
り
承
認
ま
た

は
可
決
す
べ
き
も
の
と
決
定
し
ま
し
た
。

委
員
長
　
若
松
　
宏
幸

　

第
１
回
定
例
会
に
お
い
て
付
託
さ
れ

た
、
16
議
案
の
審
査
経
過
の
概
要
並
び

に
結
果
に
つ
い
て
報
告
し
ま
す
。

　

当
委
員
会
所
管
で
は
、
専
決
処
分
の

承
認
１
件
、
条
例
の
一
部
改
正
７
件
、

各
会
計
補
正
予
算
３
件
、
各
会
計
当
初

予
算
４
件
、
契
約
締
結
１
件
に
つ
い
て
、

各
課
か
ら
詳
細
な
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

議
案
第
25
号　

平
成
30
年
度
稲
敷
市

一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
７
号
）
で

は
、
既
定
の
予
算
額
か
ら
11
億
６
，

２
７
０
万
５
千
円
を
減
額
し
、
予
算
総

額
を
２
１
４
億
４
，
８
０
７
万
円
と
す

る
他
、継
続
費
１
件
、繰
越
明
許
費
９
件
、

地
方
債
15
件
の
各
補
正
を
行
う
も
の
で

あ
る
と
の
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

委
員
か
ら
、
新
利
根
庁
舎
他
の
解
体

事
業
で
の
２
億
円
の
大
幅
減
額
は
、
設

計
に
正
確
性
を
欠
い
て
い
た
の
で
は
な

い
か
と
の
指
摘
が
あ
り
、
見
込
ん
で
い

た
ア
ス
ベ
ス
ト
の
撤
去
・
運
搬
・
処
分

等
の
経
費
が
不
要
と
な
っ
た
こ
と
が
大

き
な
要
因
で
あ
る
と
の
説
明
が
あ
り
ま

し
た
。

　

議
案
第
35
号　

平
成
31
年
度
稲
敷
市

一
般
会
計
予
算
で
は
、
所
管
の
全
課
が

審
査
対
象
と
な
る
た
め
主
な
審
査
内
容

を
報
告
し
ま
す
。

　

財
政
課
か
ら
は
、
予
算
の
総
額
を
２

１
８
億
６
，
５
０
０
万
円
と
定
め
る
も

の
で
、前
年
度
比
２
億
８
，０
０
０
万
円
、

１
．
３
％
の
増
と
な
る
予
算
で
あ
る
こ

と
の
他
、
廃
止
さ
れ
る
自
動
車
取
得
税

市
民
福
祉
常
任
委
員
会

設
置
場
所
の
境
界
か
ら
１
１
０
メ
ー
ト

ル
以
内
の
土
地
や
建
物
の
所
有
者
か
ら

同
意
を
得
る
こ
と
を
条
件
と
し
て
賛
成

す
る
旨
の
賛
成
討
論
が
あ
り
ま
し
た
。

　

議
案
第
35
号　

平
成
31
年
度
稲
敷
市

一
般
会
計
予
算
に
つ
き
ま
し
て
は
、
各

所
管
か
ら
詳
細
な
説
明
を
受
け
た
後
、

生
活
福
祉
課
所
管
業
務
の
う
ち
子
ど
も

の
学
習
支
援
委
託
費
に
つ
い
て
質
疑
が

あ
り
、
小
学
生
６
名
、
中
学
生
10
名
、

高
校
生
１
名
、
そ
の
他
１
名
の
、
計
18

名
の
方
が
登
録
し
て
い
て
、
家
庭
の
事

情
に
応
じ
て
８
～
10
名
程
度
の
方
が
委

託
先
業
者
で
用
意
し
た
２
台
の
送
迎
車

等
に
よ
り
通
っ
て
い
る
。
登
録
し
て
い

る
18
名
の
う
ち
７
名
の
方
は
不
登
校
で

あ
っ
た
が
、
２
名
の
方
が
学
校
に
通
い

始
め
て
い
る
。
平
成
29
年
度
は
、
47
回

開
催
し
、
延
べ
２
２
３
名
。
平
成
30
年

度
は
、
１
月
末
現
在
で
39
回
開
催
し
、

延
べ
２
８
０
名
の
方
が
参
加
し
て
い
て

無
料
で
行
っ
て
い
る
事
業
で
あ
る
と
の

答
弁
が
あ
り
ま
し
た
。

　

議
案
第
２
号
、
議
案
第
３
号
、
議
案

第
５
号
、
議
案
第
７
号
、
議
案
第
14
号
、

議
案
第
18
号
、
議
案
第
25
号
、
議
案
第

26
号
、
議
案
第
29
号
、
議
案
第
32
号
、

議
案
第
33
号
、
議
案
第
36
号
、
議
案
第

38
号
、
議
案
第
42
号
、
議
案
第
43
号
に

つ
い
て
も
、
そ
れ
ぞ
れ
詳
細
な
説
明
が

あ
り
ま
し
た
。

　

以
上
17
案
件
に
つ
い
て
、
採
決
の
結

果
、
全
て
が
全
会
一
致
に
よ
り
原
案
可

決
す
べ
き
も
の
と
決
定
し
ま
し
た
。

　
　
　
　
委
員
長
　
根
本
　
浩
　

　

第
１
回
定
例
会
に
お
い
て
付
託
さ
れ

た
17
議
案
に
関
す
る
主
な
審
査
経
過
と

概
要
に
つ
い
て
報
告
し
ま
す
。

　

議
案
第
４
号　

稲
敷
市
ペ
ッ
ト
霊
園

の
設
置
の
許
可
等
に
関
す
る
条
例
の
制

定
に
つ
い
て
は
、
所
管
課
よ
り
詳
細
な

説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

委
員
か
ら
は
、
人
家
等
の
境
界
か
ら

ペ
ッ
ト
霊
園
の
設
置
場
所
ま
で
の
距
離

を
１
１
０
メ
ー
ト
ル
と
し
た
根
拠
や
、
こ

の
条
例
を
制
定
す
る
理
由
に
つ
い
て
の

質
問
が
あ
り
、
所
管
課
か
ら
は
２
階
建

家
屋
の
２
階
か
ら
ペ
ッ
ト
霊
園
内
の
様

子
が
確
認
で
き
る
限
界
が
１
０
０
メ
ー

ト
ル
で
あ
る
こ
と
や
、
近
隣
市
町
村
の
状

況
な
ど
を
考
慮
し
た
も
の
で
あ
る
こ
と
。

　

ま
た
、
制
定
に
至
っ
た
理
由
に
つ
い

て
は
、
最
近
、
増
加
傾
向
に
あ
る
ペ
ッ

ト
霊
園
の
設
置
に
つ
い
て
、
規
制
す
る

法
律
が
な
い
た
め
、
周
辺
住
民
の
意
見

を
聞
か
ず
に
、
勝
手
に
設
置
さ
れ
て
し

ま
う
こ
と
を
避
け
る
た
め
で
あ
る
と
の

答
弁
が
あ
り
ま
し
た
。

　

続
い
て
委
員
か
ら
は
、
設
置
場
所
の

境
界
か
ら
１
１
０
メ
ー
ト
ル
以
内
の
土

地
や
建
物
の
所
有
者
か
ら
同
意
を
得
る

こ
と
を
条
件
と
す
べ
き
で
は
な
い
の
か

と
の
意
見
が
あ
り
、
所
管
課
か
ら
は
、

こ
の
条
例
と
同
時
に
施
行
さ
れ
る
予
定

で
あ
る
稲
敷
市
ペ
ッ
ト
霊
園
の
設
置
の

許
可
等
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
に
お

い
て
規
制
す
る
よ
う
に
検
討
し
た
い
と

の
答
弁
が
あ
り
ま
し
た
。
な
お
、
こ
の

議
案
に
つ
き
ま
し
て
は
、
討
論
の
際
に
、



常任委員会の審査経過と結果常

私たちが審査を行います

産業建設常任委員会 市民福祉常任委員会 総務教育常任委員会

山
下　

恭
一

　
　
　

山
口　

清
吉

松
戸　

千
秋

　
　
　

根
本　
　

浩　

委
員
長

伊
藤　
　

均

　
　
　

黒
田　

茂
勝　

副
委
員
長

岡
沢　

亮
一

中
村　

三
郎

　
　
　

遠
藤　

一
行

浅
野　

信
行

　
　
　

中
沢　
　

仁　

委
員
長

竹
神　

裕
輔

　
　
　

椎
野　
　

隆　

副
委
員
長

高
野　

貴
世
志

　
　
　

山
本　

彰
治　

副
委
員
長

篠
田　

純
一

　
　
　

若
松　

宏
幸　

委
員
長

寺
﨑　

久
美
子

　
　
　

柳
町　

政
広

沼
﨑　

孝
雄
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産
業
建
設
常
任
委
員
会

制
づ
く
り
を
検
討
し
、
見
直
し
を
図
っ

て
い
く
べ
き
と
の
意
見
が
あ
り
、
直
売

所
の
黒
字
化
等
も
含
め
て
、
経
営
改
善

に
向
け
て
検
討
を
進
め
て
い
き
た
い
と

の
答
弁
が
あ
り
ま
し
た
。

　

建
設
課
所
管
で
は
、
道
路
維
持
補
修

事
業
に
お
け
る
区
長
等
の
要
望
状
況
に

つ
い
て
質
疑
が
あ
り
、
年
間
約
７
０
０

件
の
要
望
が
あ
り
、
多
く
の
要
望
に
応

え
ら
れ
る
よ
う
事
業
を
進
め
て
い
る
と

の
答
弁
が
あ
り
ま
し
た
。

　

都
市
計
画
課
所
管
で
は
、
市
営
住
宅

使
用
料
の
滞
納
状
況
に
つ
い
て
質
疑
が

あ
り
、
滞
納
状
況
や
長
期
滞
納
者
対
策

と
し
て
、
平
成
31
年
度
か
ら
弁
護
士
委

託
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
そ
の
内
容
等

の
詳
細
な
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

議
案
第
46
号　

平
成
31
年
度
稲
敷
市

下
水
道
事
業
会
計
予
算
で
は
、
予
算
明

細
書
に
よ
り
詳
細
な
説
明
が
あ
り
、
委

員
か
ら
は
、
下
水
道
事
業
費
用
の
コ
ン

ポ
ス
ト
業
務
委
託
の
費
用
対
効
果
に
つ

い
て
質
疑
が
あ
り
、
企
業
会
計
へ
移
行

し
た
こ
と
に
伴
う
経
営
戦
略
及
び
農
業

集
落
排
水
事
業
の
ス
ト
ッ
ク
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
の
中
で
、
検
証
を
し
て
い
き
た
い

と
の
答
弁
が
あ
り
ま
し
た
。

　

こ
の
ほ
か
各
議
案
に
つ
い
て
詳
細
な

説
明
を
求
め
審
査
の
結
果
、
付
託
さ
れ

た
20
案
件
に
つ
い
て
は
、
い
ず
れ
も
全

会
一
致
に
よ
り
原
案
の
と
お
り
可
決
す

べ
き
も
の
と
決
定
し
ま
し
た
。

委
員
長
　
中
沢
　
仁
　

　

第
１
回
定
例
会
に
お
い
て
付
託
さ
れ

た
20
議
案
に
関
す
る
主
な
審
査
経
過
と

概
要
に
つ
い
て
報
告
し
ま
す
。

　

議
案
第
１
号　

専
決
処
分
の
承
認
を

求
め
る
こ
と
に
つ
い
て

（
平
成
30
年
度
稲
敷
市
一
般
会
計
補
正
予

算
第
６
号
）
で
は
、
農
政
課
所
管
の
農

地
中
間
管
理
事
業
に
お
い
て
、
機
構
集

積
協
力
金
交
付
事
業
の
面
積
及
び
単
価

の
確
定
に
伴
い
補
助
金
の
増
額
補
正
を

行
う
も
の
で
あ
る
と
の
説
明
が
あ
り
ま

し
た
。

　

議
案
第
６
号　

稲
敷
市
公
共
下
水
道

事
業
及
び
農
業
集
落
排
水
事
業
の
設
置

等
に
関
す
る
条
例
の
制
定
に
つ
い
て
は
、

公
共
下
水
道
事
業
及
び
農
業
集
落
排
水

事
業
の
地
方
公
営
企
業
法
適
用
に
伴
い
、

経
営
の
基
本
事
項
、
組
織
等
に
つ
い
て

新
た
に
制
定
す
る
も
の
で
、
公
共
の
福

祉
並
び
に
経
営
基
盤
の
確
立
の
観
点
か

ら
も
、
両
立
し
な
が
ら
事
業
を
進
め
て

行
き
た
い
と
の
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

議
案
第
35
号　

平
成
31
年
度
稲
敷
市

一
般
会
計
予
算
で
は
、
農
政
課
所
管
で
、

農
作
物
有
害
鳥
獣
対
策
事
業
に
つ
い
て
、

年
々
イ
ノ
シ
シ
が
増
え
て
い
る
状
況
で

あ
り
、
捕
獲
報
奨
金
制
度
の
導
入
等
に

つ
い
て
の
意
見
が
あ
り
ま
し
た
。
他
に

委
員
か
ら
は
、
農
業
公
社
運
営
事
業
の

補
助
金
７
９
０
万
円
の
妥
当
性
に
つ
い

て
、
農
業
公
社
が
独
立
運
営
で
き
る
体
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稲敷市議会改革に取り組みます！　

　平成３１年第１回定例会の開会日（２月２６日）、議員発議により「議会改革調査特別委員会
設置に関する決議」が提出され、質疑、討論、採決の結果、全会一致により可決され、議会
改革調査特別委員会が設置されました。
　この特別委員会では、稲敷市議会の議会運営に関する改革推進に係る調査・研究および改
革原案となる方向性を示すことを目的として活動していきます。

　①名　　称　　　議会改革調査特別委員会
　②設置根拠　　　地方自治法第１１０条及び稲敷市議会委員会条例第６条
　③目　　的　　　市議会運営に関する議会改革の推進に関する調査
　④委員の定数　　９人
　⑤調査期間　　　平成３１年２月２６日から議会が調査終了を議決するまで、ただし、　
　　　　　　　　　議会の閉会中も調査研究ができるものとする。

　設置の経緯

　平成３０年１０月の議会全員協議会において、改選前の全議員の総意により、改選後の
議会において、議会改革を推進することの確認が申し合わせとされました。
　定数削減及びそれに伴う委員定数見直しについては、改選から１年程度を経過した後の
２０２０年（令和２年）３月の年度末を目安として結論を示し、条例改正等の作業が行える
ように、検討を進めることなどが申し合わせとされております。

　具体的にどんなことを調査検討していくのか（抜粋）

　　　○議員定数、議員報酬、費用弁償について
　　　○常任委員会の定数について
　　　○政治倫理条例について
　　　○視察研修等の実施運営の見直しについて
　　　○稲敷市議会会議規則等の見直しについて

３月定例会において
議会改革調査特別委員会を設置
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《議会改革調査特別委員会》
　委員長　　篠田　純一　　　副委員長　中村　三郎
　委　員　　山口　清吉　・　遠藤　一行　・　山下　恭一　・　浅野　信行
　　　　　　柳町　政広　・　高野　貴世志・　岡沢　亮一

土砂等による土地の埋立事業の取
締に関する要望書を提出

茨城県後期高齢者医療広域連合
議会議員一般選挙を執行

　平成３１年３月１１日（月）に、稲敷市議会
から稲敷警察署長あてに、「土砂等による土
地の埋立事業の取締に関する要望書」を提
出いたしました。
　この要望書は、近年、土砂等の不法投棄
が社会問題化される中、稲敷市の各所にお
いても無許可での施工事案が多く認められ、
再発防止のため要望したものです。

　任期満了に伴い、茨城県後期高齢者
医療広域連合議会議員の一般選挙を執
行し、指名推選により、次の議員が当
選しました。

○茨城県後期高齢者医療広域連合
　議会議員

松戸　千秋　議員

議 

員 

表 

彰

　

茨
城
県
市
議
会
議
長
会
よ

り
、
本
会
の
運
営
と
地
方
自

治
の
伸
張
発
展
及
び
市
政
の

向
上
振
興
に
貢
献
し
た
功
績

に
対
し
、
感
謝
状
が
授
与
さ

れ
ま
し
た
。

　

前
議
会
議
長

　
　

高　

野　

貴
世
志

　

ま
た
、
茨
城
県
南
市
議
会

議
長
会
よ
り
、
本
会
の
運
営

と
地
方
自
治
の
伸
展
と
市
民

福
祉
の
向
上
に
貢
献
し
た
功

績
に
対
し
、
感
謝
状
が
授
与

さ
れ
ま
し
た
。

　

前
議
会
議
長

　
　

高　

野　

貴
世
志

　

前
議
会
副
議
長

　
　

木　

内　

義　

延
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委
員
長　
　
竹　
神　
裕　
輔

副
委
員
長　
　
寺　
﨑　
久
美
子

委　
　
員　
　
若　
松　
宏　
幸

委　
　
員　
　
根　
本　
　
　
浩

委　
　
員　
　
黒　
田　
茂　
勝

委　
　
員　
　
中　
沢　
　
　
仁

　

は
や
い
も
の
で
市
議
会
改
選
か
ら
半

年
あ
ま
り
が
過
ぎ
、
議
会
だ
よ
り
編
集

委
員
会
の
メ
ン
バ
ー
も
一
新
さ
れ
ま
し

た
。

　

こ
れ
か
ら
も
多
く
の
市
民
の
皆
様
に

「
読
み
や
す
い
」
と
感
じ
て
い
た
だ
け

る
構
成
に
努
め
て
ま
い
り
た
い
と
思
い

ま
す
。

　
「
議
会
だ
よ
り
」
の
役
割
は
議
会
で

ど
う
い
う
議
論
を
経
て
結
論
に
至
っ
た

の
か
、
そ
の
経
緯
を
わ
か
り
や
す
く
皆

様
に
ご
報
告
を
さ
せ
て
い
た
だ
く
こ
と

だ
と
思
っ
て
お
り
ま
す
。

「
議
会
で
何
を
議
論
し
て
い
る
の
か
」

「
議
員
は
ど
の
よ
う
な
活
動
を
し
て
い

る
の
か
」

そ
の
す
べ
て
を
お
伝
え
す
る
こ
と
は
難

し
い
か
も
し
れ
ま
せ
ん
が
、
議
会
だ
よ

り
編
集
委
員
会
と
し
て
も
、
工
夫
を
し

な
が
ら
「
伝
え
る
」
た
め
の
努
力
を
続

け
て
い
く
必
要
が
あ
る
か
と
思
い
ま
す
。

　

読
ん
で
い
た
だ
け
る
よ
う
な
内
容
づ

く
り
と
議
会
を
身
近
に
感
じ
て
も
ら

え
る
よ
う
な
工
夫
を
重
ね
、 

ス
テ
ッ
プ

ア
ッ
プ
し
て
ま
い
り
ま
す
の
で
ど
う
ぞ

ご
期
待
く
だ
さ
い
。（

竹
神
裕
輔　

記
）

発
行
︰
稲
敷
市
議
会　
編
集
︰
議
会
だ
よ
り
編
集
委
員
会　
〒
３
０
０－

０
５
９
５　
稲
敷
市
犬
塚
１
５
７
０
番
地
１　
☎
０
２
９－

８
９
２－

２
０
０
０
（
代
表
）

　
市
民
の
皆
さ
ま
の
希
望
や
意
見
を
、

直
接
市
政
に
反
映
さ
せ
る
た
め
の
制
度

と
し
て
請
願
と
陳
情
が
あ
り
、
だ
れ
で

も
議
会
に
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
請
願
（
陳
情
）
書
は
、
書
面
で
の
み

受
け
付
け
ま
す
。
議
会
事
務
局
ま
で

ご
持
参
し
て
く
だ
さ
い
。

　
紹
介
議
員
が
必
要
な
も
の
を
「
請

願
」、
な
い
も
の
を
「
陳
情
」
と
呼
び
、

受
理
し
た
請
願
や
審
査
対
象
と
な
っ
た

陳
情
の
議
決
結
果
は
、
提
出
者
に
そ

れ
ぞ
れ
通
知
し
ま
す
。

【
請
願
（
陳
情
）
書
の
提
出
方
法
】

1
．
請
願
（
陳
情
）
の
趣
旨
（
願
意
・

理
由
）
は
、
市
議
会
に
対
し
て
何
を

求
め
、
何
を
し
て
ほ
し
い
の
か
で
き

る
だ
け
具
体
的
に
、
ま
た
、
簡
単

明
瞭
に
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
な
お
、

必
要
に
応
じ
て
図
面
や
そ
の
他
の
資

料
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

2
．
内
容
の
異
な
る
2
つ
以
上
の
事
項

を
請
願
（
陳
情
）
す
る
場
合
は
、別
々

の
請
願
（
陳
情
）
書
と
し
て
く
だ
さ
い
。

3
．
請
願
（
陳
情
）
書
に
は
、
提
出

年
月
日
、請
願
（
陳
情
）
者
の
住
所
・

氏
名
（
法
人
・
任
意
団
体
の
場
合
は
、

そ
の
所
在
地
・
名
称
・
代
表
者
氏
名
）

を
記
載
し
、
押
印
し
て
く
だ
さ
い
。

4
．
請
願
（
陳
情
）
者
が
複
数
の
場

合
に
は
、
代
表
者
の
氏
名
を
記
載

し
、
外
何
名
と
し
て
く
だ
さ
い
。

5
．
請
願
書
に
は
、
紹
介
議
員
1
名

以
上
の
署
名
ま
た
は
、
記
名
押
印

が
必
要
で
す
。

6
．
請
願
（
陳
情
）
書
は
、
原
則
と
し

て
Ａ
４
判
の
用
紙
に
横
書
き
と
し
、

正
本
1
部
を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

7
．
受
付
は
、
市
議
会
事
務
局
に
て

随
時
受
理
し
て
い
ま
す
が
、
原
則
と

し
て
毎
定
例
会
（
3
月
・
6
月
・
9

月
・
12
月
）
開
会
予
定
日
の
10
日

前
ま
で
に
提
出
さ
れ
た
も
の
が
、
そ

の
定
例
会
の
取
り
扱
い
と
な
り
ま
す
。

そ
れ
以
降
に
提
出
さ
れ
た
も
の
は
、

次
の
定
例
会
に
付
議
さ
れ
ま
す
。

　
※
請
願
書
・
陳
情
書
に
つ
い
て
不
明

な
点
は
、
市
議
会
事
務
局
ま
で
お

問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

（ 表　　紙 ）
　年　月　日

○○○○○に関する請願（陳情）

　　（請願書の場合）
　　紹介議員

氏名　　　　　㊞

（ 本　　文 ）
○○○○○に関する請願（陳情）

（趣旨）　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　

　　　年　月　日
稲敷市議会議長　様

請願者（陳情者）住所
　氏名　　　　　㊞

◆…

請
願
・
陳
情
に
つ
い
て…

◆

月

次回定例会開会予定は

6 4 日火となります。
●午前 10時より
●開催場所：稲敷市庁舎４階　議会議場

稲敷市犬塚1570番地１

　議会の傍聴は、稲敷市役所庁舎４階で開催当日に
受付けています。
① 受付時間は午前８時 30 分から
② 傍聴の予約はできません
③ 傍聴席は 50 席（他、報道関係８席）
　 車椅子スペース３席程度
④ 庁舎１階のモニターで議会の生中継を行います

次回の日程については、変更となる場合があります
ので、議会事務局までお問い合わせ下さい。

議会を傍聴して
みませんか

電話：０２９－８９２－２０００（代表）
FAX：０２９－８９３－１５７３
電話：０２９－８９２－２０００（代表）
FAX：０２９－８９３－１５７３


